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2 論文構成  






























図表 1 では、第 2 章と第 3 章、第 4 章、および第 5 章が 1 つの枠によってま
とめられているが、それは先行する 4 つの章が多様な既存研究のレビューで
あり、そのレビューに基づいて、本研究が提示する理論的フレームワークを形
































3 Barney を中心とする資源ベース理論の理論的貢献と限界  




とめた、②VRIO 分析を提案したという 2 つ理論的貢献を有している。  
第 1 章 問題提起  
先行研究のレビュー  
 


























第 7 章 東光機材のケース  
 













り得ると Barney が提案した  (図表 2 に参照する )。  
 
図表 2 VRIO 分析フレームワーク  










競争的含意  経済的業績  
ない  ― ― ない  競争劣位  標準以下  
ある  ない  ―  競争均衡  標準  
ある  ある  ない  一時的競争優位  標準以上  
ある  ある  ある  ある  持続的競争優位  標準以上  
出所：Barney,2007 p.70. 
 
(2) Barney を中心とする資源ベース理論の限界  





その分析は統一感がなかったことの 5 つの限界がある。  
 本研究は上記の 5 つの限界を踏まえて、アメリカ航空会社であるサウスウエス
ト航空と兵庫県三木市に立地する東光機材の 2 つのケーススタディを通じて
VRIO分析をチェックした。その分析図は図表 3と図表 4によってまとめられる。  

















ある  ある  ない  ある  
自動発券システム  ある  ―  ない  ある  
生産性の高い従業員  ある  ―  ―  ある  
従業員への高い報酬  ―  ―  ない  ある  
組合と柔軟性のある契約  ―  ―  ―  ―  
高い従業員の持ち株率  ―  ―  ない  ある  
出所：サウスウエスト航空の資料に基づいて著者作成。  
 










種類豊富な金型 ある ある ― ある 
金属の加工技術 ある ない ― ある 
金型と加工技術のすり合わせ
能力 
ある ある ある ある 
製品管理技術 ある ― ― ある 












東光機材を図表 5 のように分析することができる。  
 
図表 5 東光機の資源の創造・蓄積・活用プロセス  
建築金物事業の事業システム  
















サプライヤー      東光機材     協力会社    東光機材  
福祉事業の事業システム  
出所：著者作成。  






























































4 分析枠組  
 本研究は、ダイナミック・ケイパビリティの視点を取り入れ、東光機材のケ
ーススタディに基づいて本研究のフレームワークである資源の創造・蓄積・活
用プロセス (図表 5)を提案する。  
 
図表 5 資源の創造・蓄積・活用プロセス  
事業 1 の事業システム  
  
 













事業 2 の事業システム  
出所：著者作成。  
 





















































事業システム 1は企業の最初 (作られた時期 )の事業の事業システムを示すもの
である。この事業システムは①技術開発製品②デザイン③製造④マーケティ  
ング⑤流通⑥アフターサービスの 6 つの工程によって構成される。各工程の








 続いて、蓄積された「資源の束」を活用する事業 2 の事業システムを「資




 ここに、注意すべきなのは、東光機材のように事業システム 1 で蓄積され
た資源の全てが事業システム 2 に活用する場合もありうるし、事業システム 1
の一部しか活用されない場合もありえる。  
 それから、事業システム 2 で活用された資源が学習によってレベルアップ
され、また「資源の束」として蓄積される。この過程を示すために、事業シス
テム 2 から「資源の束」まで矢印を流れていて「学習 蓄積」と書かれてい
る。  





 しかしながら、ここで注意すべきなのは、2 つの事業の場合では、2 つの事
業の間の資源が相互に影響を与えていることを意味するために、「資源の束」

















 図表 5 は東光機材と同様に 2 つ事業が存在する場合を想定し、2 つの事業の
間の資源の創造・蓄積・創造プロセスを検討したものである。  
 
5 本研究の到達点  
本研究の到達点としては、以下の 4 点があげられる。  






いう新たな理論研究領域 (概念 )を取り入れ、静態的と批判される VRIO 分析の
理論的な限界を克服するような、ダイナミックな資源の開発・蓄積・発展に関
する理論的なフレームワークを提示した。  








エスト航空と東光機材という 2 つのケースを通じて、統一感のある VRIO 分
析を行い、その分析フレームワークの貢献と限界を確認・チェックした。  



















流れにはめてみると、図表 6 のように示される。  
 
図表 3 理論研究の流れにおける資源ベース理論と本研究の位置づけ  
 
              概念化       
 
              操作化           理論構築  
           
               観察  
        
               検証  
出所：藤本他 (2005)に基づいて著者作成。  
 

















































第 6 章および第 7 章で詳述したように、本研究では図表 3 に示される「実
証研究」を、2 つの企業のケーススタディをすることによって試みた。それゆ
え、Barney を中心とする資源ベース理論と本研究との関係・位置づけの差異


































6 本研究の貢献  
 本研究は下記のように理論的貢献と実践的貢献がある。  
(1)  理論的貢献  












(2)  実践的貢献  
 本研究の実践的貢献は、以下の 2 点のようにまとめることができる。  
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を利用して、2 つの企業のケーススタディ (サウスウエスト航空と東光機材 )を


















7 今後の課題  
本研究の課題について明示する前に、まず本研究の限界についてまとめた











VRIO 分析の理論的、実践的有効性も検討したい。  
 第 2 に、今後も資源ベース理論とケイパビリティ理論の研究を継続し、企
業の資源開発・蓄積・発展のプロセスにダイナミックな視点を取り入れて、理
論的フレームワークの構築を行っていきたい。  





 以上の 3 点が、筆者に課された今後の研究課題であり、これらの方向性を
意識しながら、今後も研究を進めていきたいと考えている。  
 
